


議案第７号

（総則）

第１条  令和５年度向日市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 19,600 件

(2) 5,950,000 ㎥

(3) 17,700 ㎥

(4) 16,300 ㎥

(5)

（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款   事　 業 　収 　益 1,333,685 千円

第１項 1,196,523 千円

第２項 137,162 千円

第１款   事 　業 　費　 用 1,316,344 千円

第１項 1,270,813 千円

第２項 42,308 千円

第３項 1,223 千円

第４項 2,000 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

  対し不足する額３２７，２４２千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

　４０，４７３千円、過年度分損益勘定留保資金１４６，７６９千円及び建設改良積立金

　１４０，０００千円で補填するものとする。）。

第１款   資 本 的 収 入 528,667 千円

第１項 140,283 千円

第２項 26,559 千円

第３項 361,825 千円

第１款   資 本 的 支 出 855,909 千円

第１項  642,340 千円

第２項  213,569 千円

収　　入

営 業 費 用

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

収　　入

営 業 外 費 用

営 業 収 益

工 事 負 担 金

支　　出

　　令和５年度向日市水道事業会計予算

１ 日 平 均 給 水 量

年 間 総 給 水 量

企 業 債

給 水 件 数 ( 開 栓 件 数 )

新 規 給 水 加 入 金

１ 日 最 大 給 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

支　　出

予 備 費

予算実施計画のとおり　

営 業 外 収 益

特 別 損 失
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（企業債）

第５条   起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

営業費用と営業外費用との間

建設改良費と企業債償還金との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費 170,298 千円

限 度 額 起債の目的 起債の方法

（たな卸資産購入限度額）

(1)

　政府資金について
は、その融通条件によ
り、銀行その他の場合
には、その債権者と協
定するものとする。た
だし、企業財政の都合
により据置期間及び償
還年限を短縮し、又は
繰上償還若しくは低利
に借り換えすることが
できる。

向日市長   安　　田　　　守

（一時借入金）

第６条   一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

第７条   予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

令和５年２月２１日提出

(2)

第９条  たな卸資産の購入限度額は、１６，７０１千円と定める。

(1)

　政府資金又は
民間資金等（証
書借入又は証券
発行。ただし、
証券発行の方法
による場合にお
いては、発行価
格は額面金額１
００円につき９
９円以上とす
る。）

配水管更新
事業

361,825千円

償還の方法利 率

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　証券発行の場
合において発行
価格が額面金額
を下回るとき
は、その発行価
格差減額を埋め
るために必要な
金額を限度額に
加算した額

　６.０％以内
(ただし､利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率）
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(単位:円)

当年度償還高 償還高累計

H 6 資金運用部 平成 7年 3月27日 131,000,000 8,228,637 122,384,283 8,615,717 年 4.65% 令和 7年 3月 1日

H 8 資金運用部 平成 9年 3月25日 210,000,000 10,574,678 176,453,120 33,546,880 年 2.80% 令和 9年 3月 1日

H 8 公営企業金融公庫 平成 9年 3月26日 140,000,000 7,971,677 131,795,469 8,204,531 年 2.90% 令和 7年 3月20日

H 9 資金運用部 平成10年 3月25日 294,000,000 13,742,690 236,066,233 57,933,767 年 2.10% 令和10年 3月 1日

H 9 公営企業金融公庫 平成10年 3月25日 136,000,000 7,124,715 121,274,266 14,725,734 年 2.20% 令和 8年 3月20日

H 10 公営企業金融公庫 平成11年 2月26日 60,000,000 3,109,057 51,923,128 8,076,872 年 2.20% 令和 8年 9月20日

H 10 資金運用部 平成11年 3月25日 396,000,000 18,127,878 299,456,201 96,543,799 年 2.10% 令和11年 3月 1日

H 13 公営企業金融公庫 平成14年 3月22日 6,300,000 302,384 4,339,926 1,960,074 年 2.20% 令和12年 3月20日

H 13 財政融資資金 平成14年 3月25日 7,700,000 332,022 4,765,301 2,934,699 年 2.20% 令和14年 3月 1日

H 14 財政融資資金 平成15年 3月25日 8,200,000 338,725 4,962,005 3,237,995 年 1.20% 令和15年 3月 1日

H 14 公営企業金融公庫 平成15年 3月25日 7,800,000 355,856 5,175,613 2,624,387 年 1.30% 令和13年 3月20日

H 15 財政融資資金 平成16年 3月25日 16,500,000 679,778 8,903,544 7,596,456 年 2.00% 令和16年 3月 1日

H 15 公営企業金融公庫 平成16年 3月30日 16,500,000 753,326 9,931,937 6,568,063 年 1.90% 令和14年 3月20日

H 16 財政融資資金 平成17年 3月25日 21,800,000 880,384 10,798,593 11,001,407 年 2.10% 令和17年 3月 1日

H 16 公営企業金融公庫 平成17年 3月30日 22,200,000 996,802 12,226,538 9,973,462 年 2.10% 令和15年 3月20日

H 17 財政融資資金 平成18年 3月27日 17,900,000 707,940 8,143,850 9,756,150 年 2.10% 令和18年 3月 1日

H 17 公営企業金融公庫 平成18年 3月30日 29,100,000 1,279,471 14,802,010 14,297,990 年 2.00% 令和16年 3月20日

H 18 財政融資資金 平成19年 3月26日 25,600,000 991,541 10,634,599 14,965,401 年 2.10% 令和19年 3月 1日

H 18 公営企業金融公庫 平成19年 3月29日 17,400,000 749,307 8,036,559 9,363,441 年 2.10% 令和17年 3月20日

H 19 財政融資資金 平成20年 3月25日 22,900,000 868,628 8,626,018 14,273,982 年 2.10% 令和20年 3月 1日

H 19 公営企業金融公庫 平成20年 3月28日 20,600,000 869,590 8,656,084 11,943,916 年 2.05% 令和18年 3月20日

H 20 京都府資金 平成20年 9月 1日 296,800,000 20,224,673 214,373,036 82,426,964 年 0.75% 令和10年 2月 1日

H 20 京都府資金 平成20年 9月22日 232,900,000 15,847,816 168,391,596 64,508,404 年 0.70% 令和10年 2月 1日

H 20 財政融資資金 平成21年 3月25日 75,700,000 2,834,572 26,071,803 49,628,197 年 1.90% 令和21年 3月 1日

H 20 地方公営企業等金融機構 平成21年 3月30日 24,300,000 1,009,350 9,283,792 15,016,208 年 1.90% 令和19年 3月20日

H 21 京都府資金 平成22年 3月23日 206,800,000 21,078,219 185,605,851 21,194,149 年 0.55% 令和 7年 2月 1日

H 21 財政融資資金 平成22年 3月25日 14,500,000 527,499 4,373,251 10,126,749 年 2.10% 令和22年 3月 1日

H 21 地方公共団体金融機構 平成22年 3月30日 9,900,000 360,153 2,985,873 6,914,127 年 2.10% 令和22年 3月20日

H 22 財政融資資金 平成23年 3月25日 49,400,000 1,781,120 13,348,934 36,051,066 年 1.90% 令和23年 3月 1日

H 23 地方公共団体金融機構 平成24年 3月29日 100,900,000 3,619,174 24,093,554 76,806,446 年 1.70% 令和24年 3月20日

H 24 地方公共団体金融機構 平成25年 3月28日 71,300,000 2,553,877 14,766,155 56,533,845 年 1.50% 令和25年 3月20日

H 25 地方公共団体金融機構 平成26年 3月27日 72,600,000 2,584,221 12,568,002 60,031,998 年 1.40% 令和26年 3月20日

H 26 地方公共団体金融機構 平成27年 3月26日 118,900,000 4,254,643 16,717,372 102,182,628 年 1.20% 令和27年 3月20日

H 27 地方公共団体金融機構 平成28年 3月30日 259,500,000 9,867,978 29,456,712 230,043,288 年 0.50% 令和28年 3月20日

H 27 地方公共団体金融機構 平成28年 3月30日 23,100,000 1,524,628 4,564,756 18,535,244 年 0.20% 令和18年 3月20日

H 28 地方公共団体金融機構 平成29年 3月30日 18,500,000 1,203,935 2,403,069 16,096,931 年 0.40% 令和19年 3月20日

H 28 地方公共団体金融機構 平成29年 3月30日 311,100,000 11,639,499 23,209,474 287,890,526 年 0.60% 令和29年 3月20日

H 29 地方公共団体金融機構 平成30年 3月29日 190,000,000 7,066,201 7,066,201 182,933,799 年 0.60% 令和30年 3月20日

H 29 地方公共団体金融機構 平成30年 3月29日 23,000,000 1,895,664 1,895,664 21,104,336 年 0.20% 令和17年 3月20日

H 30 地方公共団体金融機構 平成31年 3月28日 160,000,000 5,333,332 26,666,700 133,333,300 年 0.40% 令和31年 3月20日

R 元 地方公共団体金融機構 令和 2年 3月26日 176,000,000 5,866,666 23,466,684 152,533,316 年 0.20% 令和32年 3月20日

R  2 地方公共団体金融機構 令和 3年 3月25日 140,000,000 4,666,666 14,000,018 125,999,982 年 0.50% 令和33年 3月20日

R  3 地方公共団体金融機構 令和 4年 3月30日 190,300,000 9,515,000 19,030,000 171,270,000 年 0.40% 令和24年 3月20日

R  3 地方公共団体金融機構 令和 4年 3月30日 122,800,000 4,093,332 8,186,704 114,613,296 年 0.70% 令和34年 3月21日

R  4 地方公共団体金融機構 令和 5年 3月30日 296,600,000 9,886,666 9,886,666 286,713,334 年 0.70% 令和35年 3月21日

4,792,400,000 228,219,970 2,121,767,144 2,670,632,856

(2,670,632,856)

企 業 債 明 細 書

発行
年度

種類 発行年月日 発行総額
償 還 高

未償還残高 利　率 償還終期

* * *　合　計　* * *

※（　　）内は償却原価法適用後の未償還残高の合計の内書きである。令和４年度分については見込額で計上。令和５年度新規借入分は含まない。
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